






き、国等の実用化に向けた動向を把握するとともに、エネルギー関連企業等のニーズを探りつつ、

将来的に企業誘致をはじめとした地域活性化につながる方策についての検討が必要です。 

⑥将来の二次エネルギーの中心的役割を担うことが期待される水素エネルギーについて、その活用を

地域経済の活性化等のまちづくりにつなげるため、「みえ水素エネルギー社会研究会」を設立し、

国の動向等に関する情報共有を図りました。また、水素ステーションの整備については、「中部Ｆ

ＣＶ水素供給インフラ整備推進会議」に参加して、産業界や近隣県の取組状況について情報収集を

行うとともに、市町と連携しながら、移動式水素ステーションの適地情報を収集し、中部経済産業

局に提供するなどの取組を行いました。引き続き、市町等と連携しながら水素エネルギーを地域経

済の活性化などにつなげることが必要です。 

⑦新エネルギーの普及を促進するため、国の「再生可能エネルギー等導入推進基金事業」（グリーンニ

ューディール基金）を活用し、避難所や防災拠点等への再生可能エネルギー等の導入により、「災害

に強く、低炭素な地域づくり」に向けて取組を開始しました。今後も、市町や企業等と連携し、環

境教育や防災対策など特色あるまちづくり・地域づくりの観点で、新エネルギーの導入促進に取り

組むことが必要です。 

⑧木曽岬干拓地メガソーラーについては、平成 26 年 12 月から商業運転が開始され、「メガソーラー

地域活性化研究会」において、地域貢献策の内容について協議を行いました。引き続き、メガソー

ラーなどの新エネルギー設備と環境教育や防災対策等とを連携させ、多くの県民の方々にＰＲする

ことにより、新エネルギーの普及啓発を図ることが必要です。 

⑨「桑名プロジェクト」（市街地）では、桑名市の住宅団地（陽だまりの丘）をフィールドに、大手ハ

ウスメーカーによる太陽光発電や蓄電池等を設置したスマートハウスの整備と連携して、ＥＶ車両

のシェア事業など、地域コミュニティでの環境・エネルギー関連技術を活用したプロジェクトの検

討を行いました。また、大手通信事業者が、国の「大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業」（平成 26～

27 年度）により、桑名市を中心に 3,500 世帯を対象にＨＥＭＳを導入し、省エネを図るとともに、

電力データを利活用した新たなビジネスモデルの実証に向けた準備を進めました。引き続き、事業

者の取組を支援することにより、環境・エネルギー関連技術を活用したプロジェクトが円滑に進捗

するようにすることが必要です。 

⑩「熊野プロジェクト」（中山間地）では、大手機械メーカーが持ち運び可能なマイクロ水力発電装

置の商品開発に向けた検討を進めるため、地域住民の協力を得て熊野市新鹿小中学校周辺の農業用

水路をフィールドに実証試験を行うとともに、大手機械メーカーと県が連携して地元小学生に対し

て環境教育を行いました。また、製材端材などの未利用木質バイオマスを活用し、地域で木質バイ

オマス燃料と資金が円滑に循環する仕組みの構築に向けた検討を行いました。今後も、事業者の取

組を支援すること等により、小水力や木質バイオマス等の地域の特色ある資源を生かしたプロジェ

クトが生まれるようにすることが必要です。 

⑪「スマートアイランドプロジェクト」（沿岸部）では、大手半導体メーカー等と、一斉津波避難訓練

に合わせて、非常電源実証実験を行いました。また、太陽光発電による地産地消エネルギーや小型

電動モビリティーによる島内交通などを検討しました。引き続き、災害時における電源の確保等の

地域課題の解決に向けた、環境・エネルギー関連技術を活用した取組について検討することが必要

です。 

⑫水力発電事業については、安定的な電力供給に努めるとともに、最終の譲渡（３回目）に向けた設

備改修などの取組を進めました。また、ＲＤＦ焼却・発電事業については、安全で安定した運転に

努めました。 

 





⑫ＲＤＦ焼却・発電事業については、引き続き安全対策に取り組み、安全で安定した運転を行います。 

 

＊「○」のついた項目は、平成 27 年度に特に注力するポイントを示しています。 


